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報道発表資料の配付日時 ５月１１日（月） １４時００分

発 表 項 目 技術移転フォーラム2015
「工業試験場成果発表会」の開催について

（ 行 事 名 ）

記者レクチャー (実施日時) 発 表 者
の お 知 ら せ

発表場所

概 要 北海道立総合研究機構工業試験場が取り組んでいる研究開発や技術支援の
成果を広く皆さまに公開し、御活用いただくために次により発表会を開催い
たします。
当日は、4分野20テーマの研究成果の発表、21テーマのポスターやパネル

による展示、説明（ポスターセッション）を行うほか、研究開発や技術支援
の成果を展示・紹介します。
発表を行うほか、研究開発や技術支援の成果を展示・紹介します。
また、連携交流事業の一環としまして、道内４高専の技術紹介をパネル展

示により行います。

■日 時 平成２７年５月１８日（月）１２：００～１７：００

■場 所 ホテル札幌ガーデンパレス ２階
札幌市中央区北１条西６丁目 TEL. 011-261-5311

■プログラム
開 会 13:00～13:15 展 示 12:00～17:00
研究発表 13:15～16:40 相 談 13:00～16:00

参 考 ■メイン発表の要旨を添付
情報通信・エレクトロニクス・メカトロニクス関連技術：

農業機械の通信・制御システムの高度化

環境・エネルギー関連技術：製糖廃棄物を原料とした高性能な排煙処理剤の開発

材料関連技術：樹脂材料への金属皮膜形成技術と自動車部品への応用

製品・生産関連技術：リバースエンジニアリングの迅速化に関する研究

報 道 ( 取 材 ) ・参加費無料で多数の参加を募っております。
に 当 た っ て ・開催当日の取材のほか、事前の報道により、道内ものづくり企業の参加を
の お 願 い 呼びかけてくださいますようお願いいたします。

他 の ク ラ ブ 同 時 配 付 (場所)
と の 関 係 同 時 レ ク 北海道経済記者クラブ

担 当 地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 産業技術研究本部
（ 連 絡 先 ） ものづくり支援センター 副主幹兼主査 横滝 優美

TEL. ０１１－７４７－２３４８（直通）
北海道経済部産業振興局産業振興課 主査 三浦 健

TEL. ０１１－２０４－５３３６



Tel.011-747-2354 Fax.011-726-4057
iri-shien@ml.hro.or.jp
http://www.hro.or.jp/list/industrial/research/iri/
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農業機械の通信 ・ 制御システムの高度化
短期実用化（平成２５～２６年度）

情報システム部 ○多田達実、鈴木慎一、三田村智行、奥田 篤

研 究 企 画 部 大村 功

サンエイ工業（株）

１ はじめに

大規模営農を支える農業機械は、機能の高度化に

伴い、操作・制御システムが複雑化し、操作性や組

込みの作業性の改善が課題となっている。そこで、

サンエイ工業では自社製品のポテトハーベスターを

対 象 に 農 業 機 械 用 通 信 の 国 際 規 格 ISOBUS
（ISO-11783）を導入して、制御系の簡素化や車速情
報などを利用する制御システムの高機能化を目指す

開発を行うこととなり、当場は制御システムの構築

に関する技術支援を行った。

２ 農業機械向け国際通信規格 ISOBUS
ヨーロッパのトラクタや農業機械のメーカは農業

機械用に定められた通信の国際規格 ISOBUS を採用
している。この規格はメーカを問わずトラクタと農

業機械を接続して制御できるようにするものである。

日本のトラクタメーカはこの国際規格に対応しつつ

あるが、道内農業機械メーカは対応を検討している

段階である。

ISOBUS の通信は車載系のネットワークとして広
く普及している CAN(Control Area Network)バスを使
用し、トラクタ側の表示・操作端末（バーチャルタ

ミナル）を用いた通信制御の規格を定めている。こ

の規格により、従来配線が煩雑になっていた複数の

操作端末の設置も CAN バスに接続することにより
容易に行うことができ、操作性の向上が可能となる。

さらに、トラクタや GPS等のセンサからの車速情報、
位置情報の活用も可能となり農業機械の制御の高度

化を図ることができる。

３ ポテトハーベスター

ポテトハーベスターは、畝から芋を土と一緒に掘

り出し、土や茎などを機械で取り除いて、芋を収穫

するための装置で、北海道においては、大型のもの

が一般に使われている。その機能は図 1 に示すよう
に、芋を掘り起こす機能、堀り取った芋を搬送する

機能、芋を貯めたり排出する機構があり、それらは

油圧を動力源として動作する。

図１ ポテトハーベスター

４ 通信制御システムの構築

通信制御システムは、以下の手順で構築された。

①操作／制御フローの整理

②システム機器の選定

③ﾊﾞｰﾁｬﾙﾀｰﾐﾅﾙの表示設計・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発

④制御機処理プログラムの開発

⑤机上動作確認

⑥実機組み込み、動作試験

以下に主な作業の内容について説明する。

4-1 操作／制御フローの整理

通信制御システムを設計するに当たり、図 2 に示
す通信・制御システムの構成を前提に、トラクタが

堀取り位置に移動した所から収穫した芋を排出する

までの全行程において、ボタンやジョイステックな

どの操作とそれに対応する作業機側の動作を整理し

た。

図２ 通信制御システムの構造
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4-2 システム機器の選定

4-1の動作を実現するためシステム機器の選定を行

った。この時、ISOBUS への適応性、入手性、価格
などを考慮した。

4-3 ﾊﾞｰﾁｬﾙﾀｰﾐﾅﾙの表示設計・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発

バーチャルターミナルに表示する操作画面につい

ては、前述の操作／制御フローの整理に基づき、ト

ラクターキャビン内での操作とハーベスター側で行

う操作に分けた上で、表示や操作の方法を検討した。

なお、表示・操作を実現するプログラムの作成につ

いては、比較的安価で機能に定評のある OSB AGが
開発したバーチャルターミナル表示設計・プログラ

ムコード生成ソフト vt-designerを用いて行った。

4-4 制御機処理プログラムの開発

作業機側にある制御機では、ISOBUS を介して取
得するトラクタ側制御機とバーチャルターミナル情

報と作業機側の操作端末として選定したキーパッド

からの情報に基づき、油圧制御弁の制御を行う。本

作業では、工程ごとの操作／制御フローを実現する

プログラムを開発した。

4-5 机上動作確認

以上の作業によって開発したプログラムについて

は、実機動作確認試験の前に図 3 に示す環境におい
て机上動作確認を行った。なお、本環境においては、

実際のトラクタ側制御機を取り外すことはせず、そ

の動作を模擬するシミュレーター（Vector 社製、
CANOE）を代わりに用いた。
本作業では、バーチャルターミナルやキーパッド

およびジョイステックからの指示に対応した作業機

側の制御機の動作を出力端子側に設けた LED を点灯
させることにより確認した。

図３ 机上動作確認環境

５ 実機動作試験

併行して開発されたポテトハーベスター本体に方

制御システムを組み込み、動作試験を行った。図 4
に開発したハーベスターの外観を、図 5 にキャビン
内の操作環境を、図 6に作業機側の操作環境を示す。
本試験の結果、操作性も良く、設計通りに機能する

ことを確認した（図 7）。

図４ 開発したポテトハーベスター

図５ キャビン内の操作環境

図６ 作業機側の操作環境

図７ 実機動作確認試験

６ まとめ

農業用国際通信規格 ISOBUS を導入したポテトハ
ーベスターを開発し、制御システムの簡素化と高機

能化を実現することができた。本開発を通して

ISOBUS を用いた通信制御システムの構築の手順や
ノウハウを獲得することができたため、今後の製品

開発への応用が可能となった。

（連絡先：tada-tatsumi@hro.or.jp ､ 011-747-2955）



製糖廃棄物を原料とした高性能な排煙処理剤の開発
石灰質未利用資源を用いた高性能排煙処理剤の開発（平成２２～２６年度）

環境エネルギー部 ○内山智幸、浦晴雄、佐藤正大、上出光志、佐々木雄真

ものづくり支援センター 北口敏弘

道総研環境科学研究センター、日本ビート糖業協会、北海道石灰化工㈱

（㈱北海道エコシス、札幌市環境局）

１．はじめに

北海道の製糖業は、国内産糖の81％を生産、出荷

額は875億円、砂糖の原料となる甜菜（ビート）は、

産出額372億円であり、食品工業や農業にとって重要

な基幹産業である。一方、砂糖製造工程において、

炭酸カルシウム汚泥（以下、ライムケーキ）が年間

約17万トン発生し、そのうち約16万tonは、土壌酸度

調整剤、セメント原料等に再利用されているが、約

１万tonは埋立処分され、大量かつ継続的に利活用さ

れる新規用途開発が期待されている。

また道内には、一般ごみ焼却施設67カ所、産廃焼

却施設51カ所があり、合わせて年間152万tonのごみ

が焼却されている。これらの施設では、排煙中の酸

性成分である塩化水素（以下、HCl）、硫黄酸化物（以

下、SOX）を除去するために、排煙処理剤として消石

灰が1万ton以上使用されている。自治体や清掃事業

者からは、安価で酸性ガスを効率的に除去できる高

性能な消石灰の開発が期待されている。本研究開発

は、ライムケーキの高次有効利用を期待する製糖業

者と高性能な排煙処理剤を要望する環境関連業者等

の両者のニーズに応える技術開発である。

本発表では、ライムケーキを原料とし開発した排

煙処理剤について、ごみ焼却施設にて実証化試験を

行い、酸性ガス成分の除去性能および周辺施設への

影響を既存製品と比較評価した結果を報告する。

２．性能評価試験

２－１．産業廃棄物焼却施設での実証化試験

（１）試験施設

本試験は(株)北海道エコシス、クリーンファクト

リーにて実施した。当施設はバッチ式のガス化炉で、

ゴミの焼却量は約 4ton/日、排煙処理剤の使用量は
150kg/日である。図1に試験施設の概念図を示した。
（２）試験方法

①酸性ガス除去性能評価

排煙処理剤として開発品、特号消石灰、高反応Ａ、

高反応Ｂの 4 種類を準備し、排ガス中の酸性ガス成

分の除去性能評価を行った。なお試験はごみ組成の

季節変動を考慮し、夏季と冬季に実施し、酸性ガス

成分の対象は HCl、SOX、NOX とし、公定法およレ

ーザーガス分析計にて定量的な評価を行った。
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図１ 試験施設の概念図

図 ３ 各 種 排 煙 処 理 剤 の バ グ フ ィ ル タ ー 圧 損

図２ 各種排煙処理剤の塩化水素除去率



②周辺設備への影響評価

４種類の消石灰の貯留タンクからの排出特性およ

び集塵機内のバグフィルターの圧力損失に関する評

価を実施した。

（３）酸性ガスの除去性能評価

図 2 に、各種排煙処理剤の塩化水素除去率を示し
た。なお除去率はレーザーガス分析計による排煙処

理装置前後のリアルタイムの濃度差から評価した。

図に示す様に、夏季および冬季いずれにおいても開

発品の除去率は 90%以上を示し、最も高い性能であ
る事を確認した。

（４）周辺施設への影響評価

図 3 に、各種排煙処理剤使用時の集塵機バグフィ
ルターの圧損を示した。圧損は、高反応 A＞高反応 B
＞開発品＞特号の順となった。開発品は特号より幾

分高い程度であり、操業運転時の支障は無く、消石

灰貯留タンクからの排出量制御は、他の資材同様に、

適正な運転が可能であった。

２－２．一般廃棄物焼却施設での実証化試験

（１）試験施設

本試験は、札幌市環境局環境事業部、白石清掃工

場で実施した。当施設は３基のストーカ炉を保有し、

ゴミの焼却量は 300ton/（1 日・1 炉）、排煙処理剤の
使用量は 1,500kg/（1 日・1 炉）である。図４に試験
方法の概念図を示した。試験は、Ａ系統消石灰タン

クには特号消石灰、Ｂ系統消石灰タンクには開発品

を準備し、それぞれを１号炉と２号炉に供給し、1
ヶ月間の酸性ガス濃度、使用量の比較評価を行った。

（２）試験方法

①酸性ガス除去性能評価

排ガス中の酸性ガス成分の測定には、HCl 濃度計
（イオン電極連続分析法）、NOX, SO2, CO, O2分析計

（非分散赤外線吸収法）を使用した。当施設で要求

される重要な基本性能は、排ガス中の酸性成分で最

も高い HCl を 100ppm 以下、SO2 も自主基準値以下

とする事である。これらの操業管理は、HCl 濃度と
排煙処理剤供給量のフィードバック制御にて実施し

ている。なお、排煙処理剤の性能差は、一般ゴミ 1ton
を焼却する際に必要な排煙処理剤の重量である原単

位使用量（kg/ton）で考察した。
②周辺設備への影響評価

集塵機バグフィルター、ホッパーおよび搬送装置

等周辺設備に対する開発品の影響を評価した。

（３）試験結果

①酸性ガス除去性能評価

図 5、図 6に、試験対象期間の 1号炉（特号消石灰）

および 2 号炉（開発品）における、HCl 濃度と SO2

濃度の各日の平均値を示した。開発品は、特号消石

灰と同様に HCl濃度を約 60ppmに制御する基本性能
を有した。また、SO2 に関しては、特号消石灰以上

の除去性能を示した。

原単位使用量での評価においては、開発品は特号

消石灰と比較し、約20wt%の削減効果が期待された。

②周辺設備への影響評価

開発品は周辺装置に対する影響は無く、特号消石

灰と同等の操業運転が可能であった。

３．まとめ

ライムケーキから高純度な消石灰の製造が可能と

なり、ゴミ焼却施設における実証化試験において、

既存の排煙処理剤と同等以上の性能が得られた。

本研究の成果は、製糖工場が立地する地域での循

環システムの構築により、ライムケーキ汚泥の埋立

処分量の削減が期待できる。

連絡先：uchiyama-tomoyuki@hro.or.jp ､ 011-747-2950）

図４ 試験施設の概念図

図５ HCl 濃度の各日の平均値

図６ SO2 濃度の各日の平均値



樹脂材料への金属皮膜形成技術と自動車部品への応用
樹脂基材への金属皮膜形成技術の開発（平成２４～２６年度）

材料技術部 ○斎藤隆之、坂村喬史、田中大之、可児浩

情報システム部 宮﨑俊之 [協力 :環境エネルギー部 白土博康 ]

上原ネームプレート工業株式会社、株式会社日本アレフ

北海道大学電子科学研究所

１．はじめに

めっき等の表面処理技術は、鋳造、プレスと同様

に欠くことのできないものづくり基盤技術の一つで

あり自動車産業にも重要な要素技術である。本開発

の参画企業二社はめっきやスパッタリングによる表

面処理を応用した自動車部品等を製造している。本

研究ではこれらの金属皮膜形成技術の高度化を目指

し、二つの技術開発を行った。

一つはスパッタリングによる金属皮膜形成技術を

応用したミリ波（波長：1 ～ 10mm、周波数：300 ～
30GHz の電波）透過性のある金属調の自動車用エン
ブレムである。現在、自動車では車間距離の維持や

衝突防止のための自動運転支援システムが普及しつ

つある。その方法の一つとしてレーダー方式がある。

この方式は車体前面の中央部のエンブレム内側にミ

リ波レーダーが搭載されている。そのためエンブレ

ムには、意匠性から求められる金属光沢とともにミ

リ波透過性が求められる。共同研究機関である上原

ネームプレート工業は、既にスパッタリング技術を

用いて自動車用エンブレムを製造してきた。本研究

では既存の系より安価な、金属光沢とミリ波透過性

を両立する金属皮膜開発を目指した。

並行して、日本アレフとともに環境適合型の樹脂

めっきプロセスを検討した。通常樹脂めっきはめっ

きの密着性向上のため、前処理として重金属薬品に

よる表面粗化を必要とし、使用後の廃液が大きな環

境負荷となっていた。本研究ではこの工程を乾式の

プラズマ処理で置き換えた環境適合型プロセスを開

発するとともに燃料電池の集電板への応用を試みた。

２．スパッタリングによる新規金属皮膜形成と応用

2.1 スパッタリングについて

スパッタリングとは図 1 で示すように、真空容器
内で電極で加速したアルゴンイオンなどをターゲッ

トと呼ばれる材料に衝突させ、その構成原子がたた

き出されて近接して設置した基板にたい積する現象

をいう。なお実際は基板の下にも電極がある。これ

を利用して金属やセラミックスの皮膜形成が可能と

なる。装置の一例を図 2 に示す。この皮膜形成方法
は工業的にも眼鏡や光学フィルターのコーティング、

太陽電池や液晶パネルの透明導電膜および光ディス

クの反射膜などの生産工程で幅広く利用されている。

スパッタリングではアルゴンなどの不活性ガスを

用いた場合、ターゲットの組成がほぼそのまま皮膜

として形成される。さらにその皮膜の微細な構造や

膜厚を決めるのはターゲットの材質、電極間の電力、

その距離、到達真空度、導入するアルゴンの圧力お

よびスパッタリング時間等である。

図1 スパッタリング現象 図2 装置の一例

2.2 電波透過性の金属皮膜の構造

ミリ波レーダーと組み合わせるエンブレムには現

在、金属インジウムを蒸着やスパッタリングにより

皮膜形成した製品が普及している。

インジウムを ABS基材へスパッタリングし皮膜形
成した表面の電子顕微鏡（SEM）画像を図 3に示す。
いずれもスパッタリング時間以外は同一の条件であ

るが、a はミリ波透過性があり b はほとんどない。

図3 スパッタリングによるインジウム皮膜

a：スパッタリング時間10秒 b：同30秒

左の a のように金属でも 100nm 程度の粒径の金属

500μm500μm

a b



粒子が不連続にたい積した構造となると、金属光沢

を有しながらも電波透過性を持つことが知られてい

る。不連続であるため電気的にも絶縁体に近づき、

これを利用して表面抵抗測定が代替の簡易評価法と

して用いられる。

2.3 ミリ波透過性評価方法の検討

運転支援システム等のレーダーではミリ波が用い

られる。日本国内では 60GHz（60～ 61）帯と 76GHz
（76～ 77）帯の周波数帯が用いられてきたが、先ご
ろ 79GHz（78 ～ 81）帯も総務省により認可され、
今後普及していくと見られる。エンブレム製品のミ

リ波透過性評価方法については、各メーカーが独自

に定めているがその方法は公表されていないため、

ミリ波ネットワークアナライザー（図 4）を用いた
評価方法を検討した。。

一辺が 5cm 程度の平板試料を用い、ミリ波ネット
ワークアナライザーに接続した送信アンテナからミ

リ波を試料に照射し、試料を透過して受信のアンテ

ナに入射するミリ波の強度を測定した。測定周波数

は装置で可能な最大幅である 75 ～ 110GHz とし、特
に 76 ～ 81GHz の透過率に注目し測定を行った。ア
ンテナ筐体間における多重反射の影響を防ぎ、また

測定系外側での不要な反射を抑制するため、アンテ

ナ間の距離は 6cm に設定するとともに、多重反射抑
制方法を検討した（図 4b）。

図4 ミリ波ネットワークアナライザー

a：本体 b：アンテナ部

図 4b のアンテナ間に置かれているのが 5cm 角の
試料である。厚さ 1mm の平板 ABS 樹脂上にいくつ
かの金属皮膜系を形成した試料を作製し、本法を用

いてミリ波透過性を評価した。結果を図 5 に示す。
透過率は、サンプルを置かない空間の透過率を 100%
としたときの、76 ～ 81GHz における相対透過率の
平均値である。なお括弧内は膜厚を表す。

空間に対する ABS基材のみとインジウムの相対透
過率はほとんど低下せず、スパッタリングで不連続

構造にならなかったクロムは大きく低下しかつ厚い

方がより低かった。またグラフには示していないが

アンテナ

試料（5cm角）

a b

めっきで皮膜形成した厚さ 200 μ m 程度の銅では、
1%以下だった。これらの系で金属種や膜厚等に依存
したミリ波透過率の違いが評価できたため、本法で

ミリ波透過性が定量的に評価できると判断した。

図5 ABS基材上の金属皮膜のミリ波透過性

2.4 ミリ波を透過する新規金属皮膜の探索

他の複数の金属についても ABS 基材上に皮膜を形
成し、SEM による構造観察および表面抵抗測定を実

施した。スパッタリング装置はキャノンアネルバ製

の SPF-332Hを用いた（図 2）。金属種とともに電力、
導入アルゴンの圧力、スパッタリング時間を変更し

た。また、単一金属の皮膜形成だけでなく同一基板

に 2 回スパッタリングを行い 2 層構造の皮膜形成も
試みた。これらの中から表面抵抗が大きい皮膜を選

びミリ波透過性評価を行った。比較目的の金属を含

め、これらの系の結果を図 6 に示す。これによりイ
ンジウムと同等なミリ波透過性を有する新たな A-B
の 2 層構造の系と合金 XY 系が見いだされた（開発
品①②）。またニッケルはかなり薄くても透過しにく

いことも分かった。なお特許出願を予定しているた

め、開発皮膜の形成条件と元素名は明記していない。

図6 新たな金属皮膜のミリ波透過性

2.5 基材の選定とエンブレムの試作

実際の自動車用エンブレムでは透明な基材が必要

となる。それは皮膜を内側とすることで耐久性を向
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上させるためである。それとともに、一種類の金型

から製造した同一形状のエンブレムを各種形状の車

種に装着可能とするため柔軟性も目指した。複数の

透明で柔軟な樹脂についてミリ波透過性を測定した

ところ、PET 樹脂や一部の軟質アクリル樹脂では基
材自体がかなりミリ波を遮断することが分かった。

この観点も考慮し基材を選定した。

選定した基材をエンブレム形状にプレス成形し

XY合金を皮膜形成した。この試作品を図 7に示す。
本試作品ではミリ波透過性はインジウムとほぼ同等

レベルであり目標を達成できた。一方、金属光沢と

可視光反射率がやや乏しいため今後も改善を進める

予定である。

図7 試作したエンブレム

３．環境適合型樹脂めっきプロセスの開発と応用

3.1 従来の樹脂めっきと新規環境適合型プロセス

樹脂めっきは現在、装飾のため家電製品、パソコ

ン・デジカメ等 IT機器の筐体および日用品・自動車
部品などに数多く利用されている。また機能性用途

として携帯電話の電磁波シールド等がある。従来の

銅めっきプロセスを模式的に図 8 の上段に示した。

図8 従来樹脂めっき（上）と新規開発プロセス（下）

従来のプロセスでは前処理として、めっき密着性

向上のため重金属薬品による表面粗化工程が必要で

あった。本開発では、この工程をプラズマ処理で置

き換えて、前処理で重金属を用いない環境適合型プ

ロセスを目指した。プラズマ処理は工業的にも、既

に各種材料の表面洗浄や接着力の向上に利用されて

いる。まず真空容器を必要とする低圧プラズマ装置

を用いて、処理条件を探索した結果、ABS 基材に対
し高い密着力を得ることができた。次に図 8 下に示
したように真空容器を必要としない大気圧プラズマ

装置で同様な検討を行った結果、ABS 基材に対し従
来法にほぼ準ずる密着力となる条件が見出された。

大気圧プラズマは減圧が不要で、大気中での連続処

理が可能となり製造工程へ適合性が非常に高い。

3.2 新規環境適合型プロセスでの応用製品試作

このプロセスを応用して、樹脂製の燃料電池の集

電板試作を行った。集電板は燃料電池の電力を取り

出すために1台に2枚一組で必要となる部品である。

従来は真ちゅうなどの金属基材に貴金属めっきを施

していた。本研究では樹脂基材を使い、大気圧プラ

ズマ装置による新規環境適合型のめっきプロセスを

応用することで軽量・低コスト化を目指した。

新規プロセスを用い耐熱性ABS基材に膜厚100μmの

銅めっきを施し、最表層を金めっき処理した集電板

を試作した。これを従来の金属製品とともに図9に示

す。重量では従来の真ちゅう製品より約1/4となった。

図9 試作した樹脂製集電板（左）

試作した集電板を実験用の小型燃料電池システム

に組み込み、動作試験を行った。従来の金属製品と

比較してわずかに内部抵抗が上昇したが、試験後に

めっき膜や基材の損傷はなく初期動作と短期的耐久

性が確認できた。

４．おわりに

スパッタリングにより金属光沢とミリ波透過性を

兼ね備えた新規金属皮膜を開発した。自動車用エン

ブレムとして製品化するため、今後も金属光沢等の

向上と耐久性の評価を継続していく。環境適合型め

っきプロセスについてもいま少しの密着力向上が望

ましく、試作品である樹脂性集電板の内部抵抗の高

さなど、いくつかの課題もあるため改善を進めたい。

（連絡先：saitou-takayuki@hro.or.jp 011-747-2979)



リバースエンジニアリングの迅速化に関する研究
リバースエンジニアリングの迅速化を図る 3DCAD/CAMデータ作成支援システムの開発

（平成２４～２６年度）

製 品 技 術 部 ○ 安田 星季 、万 城 目聡 、神 生 直敏、 岩越睦 郎

ものづくり支援センター 櫻庭洋平

北海道大学、旭川高専

１ はじめに

リバースエンジニアリング（以下、RE）とは、手
作りの試作品などの現物を測定し、その測定データ

を基に CAD データを作成したり、CAD データを基
に再度試作を行ったりして製品設計を進める技術で

ある（図１）。道内

においては、3DCAD
を導入する企業の増

加などにより、RE
によって製品の高度

化や設計の迅速化を

図りたいというニー

ズが高まっている。

当場では、こうし

たニーズに応えるため、RE 関連機器として非接触
３次元測定システムや 5 軸 NC 加工システム等を導
入し、技術支援に活用している（図２）。また、RE
の工程別に複数のソフトウエア(以下、ソフト)を利

用しデータ処理・加工を行っている（表１）。

表１のうち、CAD データ作成に関する作業では、
人が感覚的に行う作業が多いため、CAD データと測
定データとの偏差がばらつきやすいといった課題が

図１ リバースエンジニ

アリング

図２ 当場に導入されているRE関連機器

表１ RE工程別の利用ソフト

ある。また、CAMデータ作成作業は多くのパラメー
タを設定する必要があり、この作業にも多くの時間

を要する。

そこで本研究では、これらの課題を解決し、REを
迅速化するツール類を開発した。

２ 非接触３次元測定実践マニュアル

非接触３次元測定機による測定には、測定物の表

面性状が測定データの精度や取得率に大きく影響す

るなどの特徴がある。このため、測定を効率的に行

うためには、こうした特徴を理解し、適切に作業を

行うことが求められる。しかし、非接触３次元測定

に関する実践的なノウハウについてとりまとめられ

た公開資料はない。

そこで、当場で蓄

積した測定ノウハウ

や新たに調べた技術

情報等をまとめた実

践マニュアルを作成

した（図３）。

本マニュアルの内

容の一部は下記の通りである。

l 測定物の特徴（特徴形状の多少等）に応じた測

定方法の選び方

l 測定物に塗布する反射防止スプレーの膜厚とデ

ータ取得率との関係

本マニュアルにより、非接触３次元測定に関する

ノウハウ等が形式知として明確化され、測定作業を

効率的に行えるようになった。

３ 鋳肌面・機械加工面自動分離ソフト

当場がこれまでに支援した REにおける CAD デー
タ作成事例のうち約 30％が鋳造品であり、鋳造品の
RE へのニーズは高い。また、機械加工された鋳造
品は、面粗さが大きく異なる部位が一体となってい

るなど、CADデータ作成に一層多くの時間を要する。
そこで、CAD ソフト上で鋳造品の CAD データを

作成する際に参照するサーフェスデータ※を効率的に

図３ 実践マニュアル



作成するため、測定データを鋳肌面と機械加工面に

自動分離するソフトを開発した。

本ソフトにより、従来の一体処理で作成したサー

フェスデータと同程度の品質のデータをより軽量に

作成できるようになり（図４）、その結果、CAD ソ
フ ト 上 で の

CAD デ ー タ
作成時間を短

縮することが

可 能 と な っ

た。

４ コマンド履歴・偏差グラフ表示ソフト

CAD ソフト上で参照するサーフェスデータ作成作
業では、スムージング処理など人がデータを見なが

ら感覚的に行う作業が多いため、サーフェスデータ

データと測定データとの偏差がばらつきやすい。ま

た、パラメータ調整に試行錯誤することが多く、作

業に時間を要する。そこで、サーフェスデータと測

定データとの偏差のばらつきを抑制し、効率的に作

業を行うため、サーフェスデータ作成ソフトのコマ

ンド履歴・偏差グラフ表示ソフトを開発した（図５）。

本ソフトは、サーフェスデータ作成ソフトが生成

する履歴ファイルから作業中に選択したコマンドや

偏差計算結果等を逐次読み出し、一覧表示する。ま

た、以前に行った作業のコマンド履歴や設定パラメ

ータ値等も同様に表示することができる。

これらの機能により、作業中の偏差の推移を把握

しながら作業を行うことができるため、偏差のばら

つきを抑制し、作業時間を短縮することが可能とな

った。

５ 加工パラメータ設定支援ソフト

CAM データ作成作業は、CAM ソフト上で各種の

荒加工、仕上げ加工の加工方法毎に多くのパラメー

図４ 分離ソフトの利用例

タを入力する必要があるため、作業に多くの時間を

要する。当場の CAM ソフトではこれを解決する手

段として加工方法の一括入力機能が用意されている

が、工具回転数等のパラメータ値を一覧表示できな

いなど、一部に使いにくい点があった。そこで、こ

うした課題を解決するため、加工パラメータ設定支

援ソフトを開発した（図６）。

本ソフトは、当場の CAM ソフトが作成する一括

設定ファイルから工具回転数等の重要パラメータを

読み出し、一覧表示することができる。また、それ

らのパラメータを一覧表上で編集することも可能で

ある。これらの機能によりパラメータ設定作業を簡

便かつ迅速に行えるようになった。

６ 検証試験

本研究で開発したソフトの効果を検証する試験を

行った。現物の鋳造品（バルブ部品）を基に設計変

更した部品の CAD データを作成し、木型を製作す
る事例を想定し、RE の一連のデータ作成時間を測
定した（CAD データ作成：被験者 2 名の平均値を算
出、CAM データ作成：被験者 1 名）。その結果、開
発ソフトを利用した場合の方が利用しない場合より

も約 25%の時間短縮となった（図７）。

７ まとめ

本研究では、RE におけるデータ作成の迅速化を
支援するツール類を開発し、検証試験を通じてその

有効性を確認した。今後は RE に取り組む道内企業
や技術センターに対して、得られた成果の普及を図

っていく予定である。

（連絡先：yasuda-seiki@hro.or.jp ､ 011-747-2378）

図６ 加工パラメータ設定支援ソフト

図７ 試験結果図５ コマンド・偏差表示ソフト

※サーフェスデータ：測定データに近似した曲面

の集まりで、測定データよりもファイル容量が小

さい、CAD ソフト上で断面線を生成できるなどの
利点がある。
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